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研究成果の概要（和文）：これまで当研究者は、戦間期のアメリカ国際法学者について研究してきたが、今次の
研究では、Quincy Wright, Manley O.Hudson, Charles G. Fenwick などが、冷戦期にどのような国際法学の議
論を展開したかを研究の対象とした。冷戦の進展とともに、戦間期国際法学者の間には分裂がみられるようにな
っていた。
Empire and International Law と題された国際研究プロジェクトに参加し、会議で発表するとともに、英語の
編著に一章を寄稿した。

研究成果の概要（英文）：The research supported by this fund aimed to explore the discussions and 
thoughts of American international lawyers, such as Quincy Wright, Manley O.Hudson and Charles G. 
Fenwick. As the tension between the US and the Soviet Union intensified, those international lawyers
 engaged in active debates over what kind of policy the country should take in accordance with 
international law.
This researcher participated in an international research projected headed by Prof. Martti 
Koskenniemi of Helsinki University, and final outcome was published as a chapter of a book entitled 
as International Law and Empire.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
研究者はこれまで、国際法学者の史的研究
に携わり、下記のような研究を発表してきた。 
篠原初枝「国際法学者・学説の役割―戦争違
法化を事例として」『国際法外交雑誌』第１
０６巻第３号（２００７年１１月） 
Hatsue Shinohara, US International 
Lawyers in the Interwar Years: A Forgotten 
Crusade (Cambridge UK: Cambridge 
University, 2012) 
これらの研究は、戦間期におけるアメリカ国
際法学者を対象としていたので、これまでの
研究を戦後へと発展させることがこの研究
の背景である。 
具体的には、２０１３年４月、研究者は、
University of Helsinki の Martti 
Koskenniemi 教授がリーダーとなる研究プロ
ジェクト、”Empire and International Law”
に参加し、そのワークショップで “From 
Collective Security to a Just War Theory?: 
American Discourse” という発表を行い、
また、「国際法学から国際政治学理論へー１
９３０年代後半から１９５０年代のアメリ
カ学界」という論文を学会誌『国際政治』175
号（２０１３年３月）に執筆したことで、戦
後への研究関心を発展させ形にしてきた。 
 

２．研究の目的 

冷戦期アメリカにおいて、どのような国際
法学者が、いかなる国際法学学説を展開して
いたかについて、評伝的アプローチによって、
国際法学者の社会学的位相と思想的文脈を
明らかにすることで、アメリカの冷戦政策に
国際法学者および国際法学がどのような意
味合いを持ち、影響を有していたかを探求す
る。また、戦後において国際法学の在り方が、
戦間期とは異なる位相を見せていたか、すな
わち、戦間期には国際法学が国際関係論にと
って重要な分野であったが、戦後にも同じよ
うな学問的発展を見せたかを検討する。 
 
３．研究の方法 
研究者の研究は、国際法学者および国際法
学の歴史研究であるので、一次資料、主とし
てアメリカ国際法学会年次大会での議論や、
国際法学者が記した著作や論文を収集し、彼
らの議論を、考察し検証する。 
 
４．研究成果 
国際法学史の世界的権威といえる Helsinki 
University の Prof. Martti Koskenniemi を
リーダーとする “International Law and 
Empire”のプロジェクトに参加できたこと
で、海外の研究者からのフィードバックも得
て、英語での論文を記し、英語の著作に一章
を寄稿することができた。 
主たる内容は以下の通りである。 
 
１）アメリカ国際法学と政策決定者 
冷戦初期においてアメリカ国際法学会とア

メリカの政策決定者の間には、戦間期のよう
な関係は依然として築かれていた。たとえば、
アチソン(George Acheson )や ダレス(John 
Foster Dulles)といった政府の要職にある人
物がアメリカ国際法学会の年次大会に招か
れていた。しかしながら、戦間期におけるス
ティムソン (Henry L. Stimson) やハル
(Cordell Hull) とは異なり、戦後において
政府関係者は国際法の重要性を語るといっ
たことはせずに、むしろ彼らのスピーチから
は、国防」、「安全保障」といった用語がよく
用いられるようになっていた。このような点
から、国際法の重要性について政策決定者の
認識が戦間期とは異なることがわかった。 
 
２）新たなる世代の台頭 
１９４７年アメリカ国際法学会では戦後
アメリカ国際法学界で一時代を築くイェー
ル大学マクドーガル(Myers S. McDougal)が
自分はこの会合に初めて参加したと述べ、華
やかなデビューを飾った。マクドーガルは、
国際法学学会での議論を聞いて、自分はショ
ックを受け幻滅したと発言し、国際法学があ
まりにも形式主義に走り、法定立の背後にあ
る政治的権力を考慮していないと、既存の国
際法学を批判した。彼は、たとえば不承認主
義などの議論は、権力者が一定の結果を得よ
うとして用いていると述べた。マクドーガル
の発言は他参加者に大きな刺激を与え、こと
もあろうかライトの教え子もライト批判に
加わりマクドーガルを支持し、ライトを代表
とする自分たちの教師の世代はソ連の国際
法に対する態度について誤った認識を抱い
ているようだと述べた。こういった批判に対
し、ライト自身は、マクドーガルは法を誰か
の価値観の執行形態」としか考えていないと
反論した。均質ではなく異質な世界において、
普遍的価値観を育てるのは時間がかかる、そ
れゆえ学者による法典化プロジェクトのよ
うな試みが必要なのであるとライトは反論
した。  
また、この年次大会では、米ソ対立が生じ
つつあるという認識が広まりつつあった。国
連創設に関与したイーグルトン (Clyde 
Eagleton)は、国連加盟諸国の実行を見る限
り国際法を尊重していないと嘆き、アメリカ
は、ギリシャとトルコへの政策に対し、国連
を重んじていないと論じた。この学会が開催
されたひと月前の１９４７年３月、トルーマ
ン宣言が発表され、アメリカ政府は徐々に対
ソ封じ込め政策を形成しつつあったのであ
る。 
 
２）戦間期改革派国際法学者の分裂 
戦間期に同じような意図をもって「新しい国
際法学」を主張した国際法学者のなかに亀裂
や分断がみられるようになっていた。 
たとえば、１９５０年のアメリカ国際法学会
年次大会では、ライトの盟友といえたフェン
ウィックがライトを名指しで批判した。ライ



トの国際法への立場は国連を擁護する立場
に立脚しているが、冷戦が発展する状況で重
要なことは、もっと大事な思想上の対立であ
ると論じた。アメリカが依拠するキリスト教
を基盤とする政治システムは、ソ連の共産主
義よりも優れたものであることを考えなけ
ればならないと主張したのである。これに対
してライトは、ソ連の台頭を考えるうえでも
慎重な態度が必要であると論じた。ライトは、
国際法は一定の共通価値に基づいた国際社
会(World Society)をめざすべきなのか、あ
るいは、文化や真実の点で異なるスタンダー
ドを有する領域主体と共存することを目的
とするべきなのか考えるべきだと論じた。 
 朝鮮戦争における国連の対応について、ラ
イトはそのコスト、人命の犠牲を考えると手
放しでの成功とはいえず、また国連軍の指揮
をマッカーサーに一任したことには問題が
あると指摘した。他方で、長期的には国連に
よる「集団安全保障」の試みを強化するもの
だと評価してした。フェンウィックは他方で、
国連よりも、たとえば、ラテンアメリカ情勢
を考えるならば、アメリカの覇権的地位によ
る秩序安定が望ましいと論じた。 
 １９５６年はアメリカ国際法学会の５０
周年にあたる年であったが、この時ライトは
同学会の会長となった。彼の会長演説は、国
際法の発展を評価するものであったが、他方
で、現状況では、政治が法の執行を難しくし
ているとも指摘してた。 
 １９５０年代、ハドソン、フェンウィック、
ライトらの戦間期「改革派」国際法学者は、
それぞれがアメリカ国際法学会の会長を務
めるなど、活動を続けていたが、冷戦という
予期せぬ状況の発展は、彼らの中に分裂と混
乱をもたらした。 
 
４）キューバ危機 
上記のような国際法に対する立場の違いを
決定的にしたのは、キューバ危機であった。 
１９６３年4月に開催されたアメリカ国際法
学会では、アメリカ国務省の法律顧問を務め
たチェイス (Abraham Chayes)はアメリカ政
府がとったキューバに対する海上封鎖措置
はそもそも政治的な問題であり、法の適用範
囲外だと主張した。前国務長官であったアチ
ソン(Dean Acheson)もキューバ危機は「法的
問題ではない」と主張した。これに対し、ラ
イトは、アメリカ政府が１９６２年１０月に
とったキューバに対する海上封鎖政策は、紛
争を平和的に解決するという国際連合憲章
に違反するものであると批判的な意見を述
べた。この場でもフェンウィックは、ライト
を批判し、マクドゥーガルを支持し、アメリ
カのキューバに対する政策は「自衛」の明確
な事例であると論じた。 
 この頃までには、ライトは、キューバへの
海上封鎖、スエズ危機、ハンガリー問題など
における大国の国際法への態度が問題であ
ると認識するようになっていた。ライトは満

州事変の歴史的事例を持ち出し、大国による
一方的な自衛という主張に国際的統制が必
要であるとも主張した。 
 
５）国際法学と国際政治学の分離 
国際関係論の重要性について認識が高
まる中、ライトは１９４８年から４９年ま
でアメリカ政治学会会長を務め、１９４９
年１２月、「政治学と世界の安定」という会
長演説を行った。ライトは、政治とは価値
の実現に他ならず、その価値を実現する方
法は人間の尊厳にかなうものでなければな
らないと主張する。応用科学たる政治学は
「緊張・闘争・紛争などの集団行動の側面
を予測する定式を求めるべき」だが、価値
の側面を捨象できるものではなく、物理学
や生物学のような純粋科学とは本質的に異
なると論じた。政治的状況は非常に複雑で
その一般化は困難であるから、政治学者は
一般化に内在する価値がどのような影響力
を持つか考えるべきであり、科学者は人間
の価値から距離を置いて客観的な判断をで
きるという自然科学の客観性は、政治学に
は不可能であると論じた。 
また、政治学者の責任についても論じ、
国務省や国防総省は政治学者の助言を求め
アメリカがソ連に勝つことをめざすかもし
れない、自分もアメリカが負けることは欲
しない、しかしながら、政治学者として、
国家が歩み寄る可能性とその具体策を提示
する必要はないのかと問いかける。米ソ対
立についても、社会レベルに目を向けるの
であるならば相互理解の可能性はあり、政
治学者はよい社会を作る上での組織やコミ
ュニケーションの重要性を認識すべきであ
る。そして、世界人権宣言の文言が抽象的
にせよ人類の共通性を体現する部分はある
はずだと問いかけた。多様で複雑な世界の
情勢を理解するためには忍耐強い学習が必
要であり、政治学は、心理学・社会学・経
済学・地理学・人類学・法学といった他分
野との連携が必要であり、これらすべての
学問が統合される形で、新しい学問分野で
ある国際関係論を生み出していくが、国際
関係論の中心は政治学であると述べ、この
会長演説を締めくくった 
このように、国際関係論が独立学問分野
といえるのか、また国際政治学における理
論とはどのようなものかという議論がなさ
れていた中で、ライトは、『国際関係論の研
究』という一般書を１９５５年に出版して
いる。この序文でライトは、自分がこれま
でどのようにして国際関係論という科目と
かかわってきたかを振り返り、戦前からカ
ーネギー財団が支援してきた「国際法およ
び関連科目教育者会議」、国際連盟知的協力
委員会の試み、またそれが戦後ユネスコの
試みにつながったことにも触れている。自
分の「国際政治学」という言葉の用い方が
批判されていることも自覚し、一部には政



治学部で扱うものに限定するという見方も
あるが、自分は他の学問分野も包摂するも
のが国際関係論であると考えると主張する。 
 その一方で、１９６３年のアメリカ国際
法学会では、国際関係論がより「科学的」
であるべきだという主張が強まっていた。
このときのパネルではアメリカの大学教育、
特に政治学部において国際法学の教育が相
対的に低下していると指摘されていた。こ
のセッションに参加したハーヴァード大学
のホフマン教授(Stanley Hoffman)は国際
法学教育が相対的に低下していることにつ
いて、４つの要因をあげて説明している。
１．国際政治において国際法を適用する妥
当性が低下していること、２．国際法学を
教える伝統的な教育方法に対して懐疑的見
方が強まっていること、３．国際法学者自
身が国際法に対する懐疑的な見方を有して
いること、４．社会科学の一般的傾向にお
いて「科学的」志向が強まっていることを
あげた。さらには、国際関係論が国際法学
という学問体系を重視せずに発展すること
は間違いで会えるとも指摘した。 
 
６）結語 
 戦間期に国際法学の改革を目指した国際
法学者のなかに冷戦期に分裂がみられたこ
とは興味深い史的な事実といえる。また、
ライトが冷戦期にあっても態度を変えなか
ったことは特筆に値する。今後は、ヴェト
ナム戦争期における国際法学の研究を進め
ていきたいと考える。 
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